
産業構造審議会 産業技術環境分科会 研究開発・評価小委員会 中間とりまとめのポイント  
○ 国際競争力強化、経済成長のためには、革新的な技術を核としたイノベーションが重要。 
○ 世界的に、国の技術政策が産業競争力を決する重要な鍵と認識され、各国の政策競争が激化。 

１．産業技術の研究開発を取り巻く我が国の現状 

２．今後のイノベーションシステムの基本的考え方 

◆ 企業における中長期的研究投資の減少 
・国際競争激化と短期的業績重視が進み、世界的に、企業
は研究開発費の太宗を短期的研究に振り向ける傾向。 

◆ 企業のオープンイノベーションの遅れ 
・オープンイノベーションは、近年世界的に拡大。我が国企業
も重要とは認識しつつも、具体的取組は限定的。 

◆ 新技術の市場投入の遅れ 
・大企業は、市場規模等の理由で新技術の事業化に消極
傾向。中堅・中小・ベンチャー企業は積極的だが、大きく
成長するケースは限定的。 

◆ 技術シーズ創出力の低下 
・多数の革新的技術シーズの間断ない創出が不可欠。 
・近年、学術論文の量・質ともに国際的地位が低下。 
・産業基盤技術に係る学術研究活動が縮小。 

◆ イノベーションを担う人材基盤の弱体化懸念 
・理工系学部の進学者が減少し、教育内容も不十分。加えて、
社会における理工系人材の能力活用にも課題。 

・産学官いずれも、海外からの頭脳取込みは遅れている。 

○ 我が国は欧米に比べて、技術シーズを事業化に結びつける「橋渡し」の機能が不十分。 
○ 我が国の特性を踏まえ、各主体の役割を明確化して、イノベーション創出システムを構築すべき。 

大学 
・独創性の高い基礎研究の実施
が最大の役割 

基礎研究機関 
・大規模・組織的研究等、大学で
は不十分な基礎研究に取組む
役割 

企業 
・研究開発成果の事業化の担い手 
・事業化にあたってのリスクテイク、
オープンイノベーションの積極化、  
中堅・中小・ベンチャーのさらなる活躍
が課題 

「橋渡し」を担う公的研究機関
（産総研等） 

・企業ニーズを先取りし、事業化に  

つながる研究を実施 
・企業同士や産学のネットワーク化 
・企業が利用できる研究開発拠点や

共通基盤的施設の整備 
・人材の流動化や育成への寄与 

ベンチャー企業 
・既存企業によるベンチャーの技術取

込みによって「橋渡し」 
・国の起業・成長支援も重要 

ファンディング機関（NEDO等） 
・個別の産学連携では困難な、より革新
的で複雑な研究開発のマネジメント 

・企業では負えないリスクの負担 
・多様な主体のネットワーク化と技術融合 

イノベーションを担う人材の育成と流動化     ・各主体の体制強化・システム構築と一体的に人材育成・流動化を推進 
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公的研究機関 

・「橋渡し」を主要ミッションとして明確化 
・「橋渡し」について企業からの獲得資金を最重視した評価 

※ 外部資金増により交付金が 
減額しないことの明確化  

マーケティング機能強化 
・企業の将来ニーズ等を予測した研究
テーマ設定 
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受託研究（企業資金受入） 
・単独又は共同での研究 

戦略的知的財産管理 
・原則産総研が知財権を保持。企業には、
事業化分野の独占的実施権を付与。 

◆ 産業技術総合研究所の機能強化   「橋渡し」機能強化と企業からの研究受託拡大の好循環実現 

「橋渡し」研究者への 
インセンティブ付与 

育成・支援強化 
双方向の 

クロスアポイントメント 
（数値目標） 

中堅・中小・ 
ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業 

産総研発 
ベンチャー 

◆ ＮＥＤＯの研究開発のプロジェクト・マネジメントをＤＡＲＰＡ型に転換 
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若手含む多数の研究者の
多様な研究への資金配分 

◆ 多様かつ独創的な基礎研究の推進 

◆ 産業競争力強化・新規産業創造に資する
技術シーズ創出システムの構築 

・非連続な技術領域の  
世界最先端研究拠点 

・公的研究機関を核として 
分野に応じた集中研究 

３．革新的技術シーズを事業化へ「橋渡し」するシステムの構築 

企業 大学 

産総研 

社会人の学び直し 中長期研究ｲﾝﾀｰﾝ
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産学官連携
の機能強化 
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博士学生受入 
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４．優れた技術シーズを創出する仕組みの構築 ５．イノベーションを担う人材の育成・流動化 
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◆ 研究人材の育成と流動化 ◆ 研究開発マネジメント 
人材の育成 

・研究開発から事業化までの一連のプロセスに
おける多様な段階での経験 
・学界・産業界での人的ネットワーク形成 

◆ 理工系人材の裾野拡大 

・初等中等教育への産業界・学会の参加 
・産総研等における女性活用プログラム策定 等 

産業技術総合研究所 

・技術シーズの汲上げ 
・実践的研究人材育成 

研究室ごと受入れ 

優秀な博士課程 
学生を受入れ 

◆ 中堅・中小・ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業の育成・支援 

中小・中堅・ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業の  
新規採択割合目標設定 

研究開発型新事業創出 
支援プラットホーム 

（起業プロセスから支援） 

大学改革 

産学官の 
早期からの密な 
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研究委託 
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ＮＥＤＯ 

最先端の技術シーズ創出 産業基盤技術の強化 

ＮＥＤＯ等を「太い幹」とした
育成システム 

世界的な産学官連携拠点の形成：TIA-nano強化等 

学術ｺﾐｭﾆﾃｨの意識改革等による 
異分野融合推進 

※ 中期目標・中期計画に具体的
目標を設定し、改革を推進 

技術戦略策定機能の強化 

プロジェクト特性に応じた国の関与 

PMによる 
柔軟で機動的なマネジメント 

事業化に結び付ける知財マネジメント 
（日本版バイ･ドールの運用見直し） 

事業化促進の観点での評価 

連携 

設立・育成強化 


	スライド番号 1
	スライド番号 2

